
整理
番号

事業名 担当部 担当課 事業区分

1 都市景観形成事業 企画財政部 都市計画課 拡大事業

2 高等学校等通学費助成事業 企画財政部 企画課 拡大事業

3 情報発信強化事業 企画財政部 政策広報課 拡大事業

4 きたひろ１４０年記念事業 総務部 総務課 新規事業

5 市民協働推進事業 市民環境部 市民生活課 拡大事業

6 医療型短期入所支援事業 保健福祉部 福祉課 新規事業

7 特定不妊治療（先進医療）助成事業 保健福祉部 健康推進課 新規事業

8 ピロリ菌対策事業 保健福祉部 健康推進課 拡大事業

9 補聴器利用促進事業 保健福祉部 高齢者支援課 新規事業

10 住まい創生サポート事業 建設部 建設総務課 新規事業

11 産業集積可能性検討事業 経済部 商工業振興課 新規事業

12 働き方改革推進事業 教育部 学校教育課 拡大事業

13 地域運動部活動推進事業 教育部 社会教育課 新規事業

 令和6年度当初予算編成に係る
 パブリックコメント対象候補事業一覧



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
1

事業

区分
拡大事業

予算

要求額
3,296 千円

所管

部局
企画財政部都市計画課

事業

名称
都市景観形成事業

財源

内訳

国・道

歳入
1,648 千円

総合計

画区分

都市機能の整備の推進

一般

財源
1,648 千円

住みよい環境にかこま

れたまち

その他

歳入
千円 第1節 都市機能の整備

第4章

市債 千円 第1施策

事業

目的 快適で美しい街並みの形成と維持を図るため、景観行政団体への移行に

向け、景観条例及び景観計画の検討を推進する。

事業

内容
北広島の景観に関して意見を聴取するため、住民ワークショップを開催

するほか、景観計画を検討する組織で、計画の具体的な内容を検討す

る。

積算

内訳

住民ワークショップ企画・運営等業務委託 2,915

景観計画を検討する組織の会議等 381

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
2

事業

区分
拡大事業

予算

要求額
4,075 千円

所管

部局
企画財政部企画課

事業

名称
高等学校等通学費助成事業

財源

内訳

国・道

歳入
千円

総合計

画区分

教育環境の整備

一般

財源
4,075 千円

学び合い心を育むまち

その他

歳入
千円 第2節 学校教育環境の整備

第2章

市債 千円 第2施策

事業

目的 将来のまちづくりを担う人材育成や切れ目ない子育て支援制度の構築に

向けて、高校生等を対象に通学に要する費用の一部を助成する。

事業

内容

市内に居住する高校生等であって、定期券を利用して高等学校等に通学

している方に対する支援事業について、助成額を拡大する。(1月当たり

の通学定期券の購入金額の合計が12,000円を超える額に対し、助成率を

4分の1から2分の1へ拡大）

積算

内訳

郵便料 16

高等学校等通学費助成金(2,050円*12月*165人) 4,059

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
3

事業

区分
拡大事業

予算

要求額
560 千円

所管

部局
企画財政部政策広報課

事業

名称
情報発信強化事業

財源

内訳

国・道

歳入
280 千円

総合計

画区分

効果的・効率的な行財

政運営

一般

財源
280 千円

つながり成長するまち

その他

歳入
千円 第3節 行財政運営の推進

第6章

市債 千円 第2施策

事業

目的

市民一人ひとりの状況に合わせた情報をプッシュ型発信することで、膨

大な情報の中から必要な情報を探す負担を軽減し、より確実に情報を届

ける環境を構築するとともに、既存システム等の改善・強化により情報

発信のワークフローを改善し、費用対効果を高める。

事業

内容 市ホームページ及びLINE公式アカウントへのAIチャット機能搭載及び

LINE公式アカウント管理用スマートフォンの調達

積算

内訳

市ホームページ及びLINE公式アカウントへのAIチャット機能搭載 407

LINE公式アカウント管理用スマートフォンの更新 153

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
4

事業

区分
新規事業

予算

要求額
1,480 千円

所管

部局
総務部総務課

事業

名称
きたひろ１４０年記念事業

財源

内訳

国・道

歳入
千円

総合計

画区分

効果的・効率的な行財

政運営

一般

財源
740 千円

つながり成長するまち

その他

歳入
740 千円 第3節 行財政運営の推進

第6章

市債 千円 第2施策

事業

目的

令和6年は、広島県人25戸103人が輪厚川沿いに入植してから140周年と

なることから、これを一つの節目として記念し、先人たちの足跡に思い

を馳せながら未来のまちづくりを描く年にするため、記念事業を実施す

る。

事業

内容
市主催事業や、市民団体等が実施する事業を冠事業として実施し、開基

を記したノベルティーを配布するなど開基140周年をPRする事業を実施

する。

積算

内訳

開基140周年記念ロゴマーク作成謝礼 50

トロフィー・盾等作成 330

参加記念品(10,000個) 1,100

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
5

事業

区分
拡大事業

予算

要求額
1,004 千円

所管

部局
市民環境部市民生活課

事業

名称
市民協働推進事業

財源

内訳

国・道

歳入
千円

総合計

画区分

協働の推進

一般

財源
1,004 千円

つながり成長するまち

その他

歳入
千円 第1節 市民参加・協働の推進

第6章

市債 千円 第2施策

事業

目的 公益活動団体の活動を支援し、公益活動及び地域コミュニティの活性化

を図る。

事業

内容 地域まちづくり推進事業と統合し、新たな公益活動事業補助金制度とし

て地域の課題解決の取組に対し、補助金を交付する。

積算

内訳

公益活動事業補助金(300千円*2団体、200千円*2団体) 1,000

郵便料 4

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
6

事業

区分
新規事業

予算

要求額
3,404 千円

所管

部局
保健福祉部福祉課

事業

名称
医療型短期入所支援事業

財源

内訳

国・道

歳入
58 千円

総合計

画区分

地域生活支援体制の充

実

一般

財源
3,346 千円

ともに歩み笑顔が輝く

まち

その他

歳入
千円 第3節 障がい福祉の充実

第1章

市債 千円 第1施策

事業

目的 医療的ケア児・者等の受入れを行う医療型短期入所事業所を市内に設置

し、医療的ケア児・者等の介護を行う家族の負担軽減等を図る。

事業

内容
医療的ケア児・者等の介護を行う家族の負担軽減等を目的とした医療型

短期入所(宿泊を伴うレスパイトサービス)を実施している事業者に対し

て補助金を交付する。

積算

内訳

補助金(10千円*3回*12月*9人) 3,240

先進地視察旅費 164

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
7

事業

区分
新規事業

予算

要求額
1,842 千円

所管

部局
保健福祉部健康推進課

事業

名称
特定不妊治療（先進医療）助成事業

財源

内訳

国・道

歳入
916 千円

総合計

画区分

健康づくりの支援

一般

財源
926 千円

ともに歩み笑顔が輝く

まち

その他

歳入
千円 第5節

健康づくり・地域医療

の充実

第1章

市債 千円 第1施策

事業

目的 妊娠を希望する夫婦の特定不妊治療（先進医療）による経済的負担を軽

減する。

事業

内容 特定不妊治療（保険診療）と併せて実施する先進医療に係る治療費及び

交通費について、自己負担分の一部を助成する。

積算

内訳

先進医療治療費助成(35千円*50人) 1,750

先進医療交通費助成(50人) 83

事業周知啓発 9

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
8

事業

区分
拡大事業

予算

要求額
105 千円

所管

部局
保健福祉部健康推進課

事業

名称
ピロリ菌対策事業

財源

内訳

国・道

歳入
千円

総合計

画区分

健康づくりの支援

一般

財源
105 千円

ともに歩み笑顔が輝く

まち

その他

歳入
千円 第5節

健康づくり・地域医療

の充実

第1章

市債 千円 第1施策

事業

目的
胃がんをはじめ、慢性胃炎、胃・十二指腸潰瘍などの主な原因となるピ

ロリ菌を早期に発見し、除菌治療を行うことで、将来の胃がん発症リス

クを低減する。

事業

内容 市内の中学校3年生を対象にピロリ菌検査を実施し、陽性となった者に

除菌治療を実施する。

積算

内訳

除菌治療（15千円*7人） 105

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
9

事業

区分
新規事業

予算

要求額
5,017 千円

所管

部局
保健福祉部高齢者支援課

事業

名称
補聴器利用促進事業

財源

内訳

国・道

歳入
0 千円

総合計

画区分

社会参加の促進

一般

財源
5,017 千円

ともに歩み笑顔が輝く

まち

その他

歳入
0 千円 第2節

高齢者福祉・介護の充

実

第1章

市債 0 千円 第1施策

事業

目的
中等度難聴の高齢者を対象に、日常生活でのよりよいコミュニケーショ

ンの確保、介護予防や認知機能低下を予防し、積極的な社会参加を促

す。

事業

内容 中等度難聴の高齢者に対し補聴器の購入にかかる費用の一部を助成す

る。

積算

内訳

郵便料 17

補聴器購入費用助成補助金(50千円*100人) 5,000

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
10

事業

区分
新規事業

予算

要求額
15,637 千円

所管

部局
建設部建設総務課

事業

名称
住まい創生サポート事業

財源

内訳

国・道

歳入
7,150 千円

総合計

画区分
第4章

住みよい環境にかこま

れたまち

その他

歳入
0 千円 第4節 居住環境の充実

市債 0 千円 第2施策
住み替え支援・空き家

対策

一般

財源

住まいの相談会実施委託 342

8,487 千円

事業

目的
潜在的な空き家の掘り起こしを行うことにより、空き家流動化を図り、

良質な住宅ストック及び住宅用地の確保を行うとともに、多様化する住

宅に対するニーズに対応する。

事業

内容
潜在的な空き家の掘り起こしのためのプラットフォームを構築し、空き

家流動化を図るほか、住まいの相談カウンター設置による相談体制の強

化や相談会・各種対策協議会の運営を実施する。

積算

内訳

各種委員等報酬等 621

事務消耗品、郵便料等 374

空き家流通促進プラットフォーム構築業務委託 14,300

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
11

事業

区分
新規事業

予算

要求額
8,533 千円

所管

部局
経済部商工業振興課

事業

名称
産業集積可能性検討事業

財源

内訳

国・道

歳入
4,200 千円

総合計

画区分

企業誘致の推進

一般

財源
4,333 千円

活力みなぎる産業と交

流のまち

その他

歳入
千円 第2節 工業の振興・企業誘致

第5章

市債 千円 第3施策

事業

目的

北広島輪厚工業団地の完売が見込まれ、市内の産業用地が不足する中、

近隣市において半導体先進工場の建設が決定するなど、今後産業用地の

需要が見込まれるため、北広島市土地開発公社と連携し、新たな産業集

積の可能性について調査・検討を行う。

事業

内容
新たな産業集積の可能性検討における企業のニーズ等調査

積算

内訳

企業に対するニーズ調査委託 8,533

実
質
的
負
担
額

実
質
的
負
担
額

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
12

事業

区分
拡大事業

予算

要求額
759 千円

所管

部局
教育部学校教育課

事業

名称
働き方改革推進事業

財源

内訳

国・道

歳入
0 千円

総合計

画区分

効果的・効率的な行財

政運営

一般

財源
759 千円

つながり成長するまち

その他

歳入
0 千円 第3節 行財政運営の推進

第6章

市債 0 千円 第2施策

事業

目的 教員の働き方改革の一環として採点業務等の負担を減らすため、中学校

にデジタル採点システムを導入する。

事業

内容
デジタル採点システムを市内中学校6校に導入する。

積算

内訳

デジタル採点システム導入経費 759

実
質
的
負
担
額



予算要求内容

令和6年度当初予算編成
パブリックコメント

整理

番号
13

事業

区分
新規事業

予算

要求額
1,131 千円

所管

部局
教育部社会教育課

事業

名称
地域運動部活動推進事業

財源

内訳

国・道

歳入
千円

総合計

画区分

教育環境の整備

一般

財源
22 千円

学び合い心を育むまち

その他

歳入
1,109 千円 第2節 学校教育環境の整備

第2章

市債 千円 第2施策

事業

目的
教師の長時間勤務の主な要因の一つである部活動についての見直しや、

生徒のスポーツ環境の充実等の観点から、学校と地域が協働した形での

地域におけるスポーツ環境整備を促進する。

事業

内容

スポーツ庁では令和5年から令和7年を休日の運動部活動の地域移行に向

けた改革推進期間としており、段階的な運動部活動の地域移行全国的に

目指すとしている。当市においては、令和6年度はモデル事業及び関係

機関との意見交換等を実施する。

積算

内訳

消耗品費 13

郵便料 9

部活動管理運営等業務委託 1,109

実
質
的
負
担
額


